


  

（単位：億円）

平成26年度 平成27年度 対前年度 構成比 27 28

増加率(%) (%)

(1) 農林水産業 822 835 863 3.3 1.0 0.0 0.0

(2) 鉱業 80 77 75 ▲ 3.5 0.1 ▲ 0.0 ▲ 0.0

(3) 製造業 30,023 32,443 32,711 0.8 38.8 3.1 0.3

(4) 電気・ガス・水道業 1,927 2,352 2,498 6.2 3.0 0.5 0.2

(5) 建設業 3,798 3,415 3,426 0.3 4.1 ▲ 0.5 0.0

(6) 卸売・小売業 6,369 6,857 6,882 0.4 8.2 0.6 0.0

(7) 運輸・郵便業 4,439 4,507 4,686 4.0 5.6 0.1 0.2

(8) 宿泊・飲食サービス業 1,652 1,745 1,901 8.9 2.3 0.1 0.2

(9) 情報通信業 1,753 1,726 1,746 1.2 2.1 ▲ 0.0 0.0

(10) 金融・保険業 2,880 2,967 3,143 5.9 3.7 0.1 0.2

(11) 不動産業 7,021 7,075 7,200 1.8 8.5 0.1 0.2

(12) 専門・科学技術、業務支援サービス業 3,017 3,147 3,321 5.5 3.9 0.2 0.2

(13) 公務 3,044 3,078 3,060 ▲ 0.6 3.6 0.0 ▲ 0.0

(14) 教育 4,222 4,259 4,292 0.8 5.1 0.0 0.0

(15) 保健衛生・社会事業 4,543 4,745 4,905 3.4 5.8 0.3 0.2

(16) その他のサービス 3,246 3,200 3,340 4.4 4.0 ▲ 0.1 0.2

 輸入品に課される税・関税 1,345 1,373 1,198 ▲ 12.7 1.4 0.0 ▲ 0.2

（控除）総資本形成にかかる消費税 837 937 920 ▲ 1.7 1.1 0.1 ▲ 0.0

 県内総生産 79,344 82,865 84,327 1.8 100.0 4.4 1.8

第１次産業 822 835 863 3.3 1.0 0.0 0.0
第２次産業 32,030 34,873 35,284 1.2 41.8 3.6 0.5

第３次産業 45,985 46,721 47,902 2.5 56.8 0.9 1.4
※第１次産業：農林水産業

 第２次産業：鉱業、製造業、建設業

 第３次産業：電気・ガス・水道業～対家計民間非営利サービス生産者

平 成 28 年 度 寄与度（%）

（速報値）

１ 県内総生産（生産側） 
 

産業部門では鉱業（同３．５％減）などが減少となりましたが、製造業（同０．８％増）を

はじめ農林水産業（同３．３％増）、電気・ガス・水道業（同６．２％増）や運輸・郵便業（同

４．０%増）、サービス業のうち宿泊・飲食サービス（同８．９％増）、金融・保険業（同５．

９％増）、専門・科学技術、業務支援サービス業（同５．５％増）、保健衛生・社会事業（同

３．４％増）などが増加となりました。 

さらに全体では原油や天然ガスの輸入価格の下落を受けて輸入品に課される税・関税が同１

２．７％の減少となったものの、県内総生産は同１．８％増となっています。 

 

表３ 県内総生産(生産側) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１ 名目経済成長率と経済活動別寄与度 
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（単位：億円）

平成26年度 平成27年度 対前年度 構成比 27 28

増加率(%) (%)

 １ 県民雇用者報酬 35,929 36,271 36,883 1.7 57.9 0.5 0.9

 ２ 財産所得 3,821 3,498 3,356 ▲ 4.1 5.3 ▲ 0.5 ▲ 0.2

 ３ 企業所得 23,179 24,803 23,513 ▲ 5.2 36.9 2.6 ▲ 2.0

県民所得 62,929 64,572 63,753 ▲ 1.3 100.0 2.6 ▲ 1.3

一人当たり県民所得（千円） 3,447 3,556 3,527 ▲ 0.8
※ 「一人当たり県民所得」は、企業の利潤なども含んだ県経済全体の所得水準を示す指標であり、

    県民個人の所得や賃金水準を示す値ではありません。

平 成 28 年 度 寄与度（%）

（速報値）

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27
28

（速報値）

経済成長率 （名目） - 3.4 ▲ 10.9 ▲ 1.5 2.5 ▲ 4.4 2.6 5.6 0.6 4.4 1.8

<単位：％> （実質） - 5.9 ▲ 8.0 ▲ 1.2 6.0 ▲ 0.7 3.0 5.2 ▲ 0.4 1.1 1.6

県内総生産 （名目） 81 697 84 509 75 310 74 218 76 106 72 780 74 689 78 871 79 344 82 865 84 327

<単位：億円> （実質） 71 976 76 186 70 122 69 273 73 462 72 972 75 140 79 072 78 743 79 635 80 942

年度

＜参考＞ 

図２ 実質経済成長率に対する経済活動別寄与度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 県民所得（分配） 

 

分配面では、県民雇用者報酬（前年度比１．７％増）は７年連続で増加になったものの、財産所

得（前年度比４．１％減）に加え、企業所得（前年度比４．９％減）も減少になったため、県民所

得も（前年度比１．２％減）となりました。 

また、一人当たり県民所得（前年度比０．８％減）は昨年より減少したものの高い水準を保って

います。 

なお、企業所得が前年から減少した要因として新興国の景気低迷や英国のＥＵ離脱決定など世界

経済の先行き不安から５年ぶりに円高傾向になり輸出関連企業を中心に収益を悪化させたことな

どが挙げられます。 

 

表４ 県民所得(分配) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

表５ 一人当たり県民所得(分配) 
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（単位：億円）

平成26年度 平成27年度 対前年度 構成比 27 28
増加率(%) (%)

 １ 民間最終消費支出 39,849 39,931 39,839 ▲ 0.2 47.2 0.1 ▲ 0.1

 ２ 政府最終消費支出 10,372 10,437 10,471 0.3 12.4 0.1 0.0

 ３ 総資本形成 20,180 20,374 21,987 7.9 26.1 0.2 1.9

  (1)総固定資本形成 20,193 20,043 21,782 8.7 25.8 ▲ 0.2 2.1

  (2)在庫品増加 ▲ 13 330 205 － 0.2 － － 

8,943 12,124 12,030 ▲ 0.8 14.3 4.0 ▲ 0.1

県内総生産（支出側） 79,344 82,865 84,327 1.8 100.0 4.4 1.8

平 成 28 年 度 寄与度（%）

（速報値）

 ４ 財貨・サービスの移出入（純）
・統計上の不突合

３ 県内総生産（支出側） 

 

支出面では、民間最終消費支出（対前年度比０．２％減）は５年ぶりに減少したものの、政府最

終消費支出（同０．３％増）は２年連続、総資本形成（同７．９％増）も２年連続の増加となりま

した。 

なお、総資本形成が前年から大幅に増加した要因としては、特に企業の設備投資が旺盛だったこ

とが挙げられ、この背景として製造業において競争力強化に向けて、県内にある大手メーカーの既

存工場を中心に、生産設備の増強や新たな研究開発拠点の設置など、これら生産拠点の国内回帰に

向けた動きが顕著であったことがあります。 

 

 

表６ 県内総生産(支出側) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜留意事項＞ 
 
※ この速報（早期推計）値は、確報値の公表までに時間を要することから確報とは異なる簡易的な手

法で推計したものであり、後日公表される確報値により数値が改訂されますのでご注意ください。 

※ 結果は統計課ホームページ（みえ DATABOX）でも掲載しています。 

  （http://www.pref.mie.lg.jp/DATABOX/） 
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